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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

90.32%

81.82%

50.0%

0.0%

119,062

1,913

25,914

事業費の合計　（千円）

47,194

56,101 27,827
17,972

0.0

1,507 1,913

120,975

15

69,092

3

54

3

0

財源
内訳

7,400 0

0 3

44 110

用地取得費、移転補
償金

交渉成立件数

9 11

5,684 7,700

神奈川県河川協会参
加事務

2 4

127 127

負担金

雨水排水施設整備工
事

112 124

50,246 19,890

実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）

維持修繕等延長工事請負費、維持修
繕料

事務事業
令和３年度 令和４年度

指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

総合計画上
の位置付け 分野 下水道・河川 施策の方針 河川の整備・管理

市民等

評価対象事業 評価者 加藤　隆志

重点事業

主管課

関連課

都整-22
河川維持補修事業

自治事務

法定受託事務

浚渫、除草、枝払等 浚渫等実施件数準用河川維持管理事
業

参加回数

大塚川から新川への
分水事業

一般財源

その他特定財源

地方債

国県支出金

令和６年度

下水道河川課

124

51,829

2.0

大雨や台風による洪水や溢水から市民等を守るとともに、市民等に親しまれる河川づくりを進めるため。

河川護岸の崩壊等を未然に防ぐことや、市民等に親しまれる河川づくりを目指す。

・準用河川等の崩落や護岸後背地の陥没に対処するために、河川施設の河川管理施設等維持修繕業務５件を実施し
た。
・準用河川等の浸水被害の軽減のために準用河川浚渫業務委託１件を実施した。
・準用河川等の護岸の崩落の危険性のある樹木を伐採するために、準用河川伐採等業務委託８件を実施した。
・準用河川等の崩落の危険性がある護岸に対し、河川維持修繕工事　準用河川小袋谷川を実施した。
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会計年度任用職員

令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

正規職員等 2.0

下水道河川課長

達成度

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

16,474人件費　（千円）

1.0

1.0 2.0

令和７年度



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

■ □ □ □ □

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 2　外部化に向けて検討できる事業がある

協働実施済の場合のパートナー

休止・廃止

河川等の浚渫、維持管理のニーズは増えていることから、浚渫、修繕を計画的に実施する必要がある。

民間によるサービスで代替できる事業はないか

【今後の方針】 拡充 改善・変更

効率性

現状維持 縮小

各事業の実施に対する市民ニーズはあるか

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-2　市民等と協働して実施する事業はない

有効性

1　民間によるサービスで代替できる事業がある

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-2　受益者はいるが、今後も公費により全額市が負担すべきものである

準用河川維持管理事
業

神奈川県河川協会参
加事務

浚渫、伐採等の箇所の総量の
把握に困難を極めた。

分水事業を実施することで、浸
水対策の推進に寄与する。

日常業務に追われ参加すること
が困難となった。

浸水被害を軽減するために、分
水事業を進める必要があること
から、土地の取得の成否を指標
とし交渉は行ってきたが、同意書
の取得等の具体な成果はあげら
れなかったことで、引き続き令和
4年度も交渉していく。

雨水排水施設整備工
事

指標分析の推移、
目標未達の理由

修繕等の必要延長を把握するこ
とに困難を極めた。

施設を良好に維持管理すること
で、浸水対策の推進に寄与す
る。

整備年次や経過が不明な護岸が多
く、平成30年度に全線調査を実施し
たが、近年緊急対応を実施した箇所
の異常は確認できていなかった。表
面化していない異常もあることから、
修繕等の必要数量を把握することが
難しい。

浚渫や除草を実施し、河川断面
を確保することで、浸水対策の
推進に寄与する。

職員の知識や技術の向上によ
り、維持管理や整備を効率的・
効果的に実施することが期待さ
れることから、浸水対策の推進
に寄与する。

事務事業
上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点
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事業費の削減余地はないか

関連・類似する事業の統合はできないか 3　統合できる事業はない

1　事業費の削減余地はない

浚渫、伐採等の実施が必要な箇所が
多数あるが、総量の把握ができてい
ない。

日常業務は多忙であるが、技術の向
上のためには外部の研修に積極的
に参加する必要があるため、今後は
並行し遂行していけるような体制作り
に努めていく。

大塚川から新川への
分水事業

事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

妥当性
1　市民ニーズは変わらずにある

分水事業の実施には個人所有地の
取得への同意が必須である。
また、工事実施前に埋設管の移設が
必要であるが、用地を取得しなくて
は、協議を進めることができない。



【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

 達成率 0.0% 0.0%  

0.0 0.0

R5年度 R6年度年次 R7年度

浸水被害を軽減するために、分水事
業を進める必要があることから、土地
の取得の成否を指標とした。

3.0 3.0 3.0目標値

実績値

指標（単位） 交渉成立件数 単位 件

指標設定理由 R2年度 R3年度 R4年度

2.0 2.0

  

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

河川行政に係る知識や技術の向上
の図るために、定期的に研修等へ参
加することが必要であるため、講習
等参加回数を指標とした。

目標値

実績値

達成率 50.0% 50.0%

4.0 4.0

指標（単位） 参加回数 単位 回

指標設定理由 年次

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

他市実績

実績値 8.0

比較事項

団体名 鎌倉市

72.7% 81.8%

3.0

  

R6年度 R7年度

浸水被害の軽減や流水阻害を解消
するため、浚渫、除草、枝払いを定期
的に実施する必要があることから、浚
渫等の実施回数を指標とした。

目標値 11.0 11.0 15.0

9.0

達成率

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

実績値 115

指標（単位） 浚渫等実施件数 単位 件

73.9% 90.3%

R6年度 R7年度

施設の老朽化が進んでおり、継続的に修
繕を実施する必要があることから、整備、
修繕延長を指標とした。

目標値 156 124 124

112

達成率

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

指標（単位） 維持修繕等延長 単位 m


